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要因分析

要因
人材の県外流出は全国的にも歯止めがかかっておらず、本事業のKPI（職業実践専門課程卒業生の県内就職率）についても、

同様の傾向である。そのような中、６年度まで減少傾向であった数値が、７年度にはやや持ち直しており、７年度に実施し

た企業へのインターンシップの効果が一定数あったことが考えられる。

総括
7年度においては、県内就職支援事業として9校、デジタル人材流出防止体制構築支援事業として3校を対象に支援を実施し

た。特にデジタル人材流出防止体制構築支援事業では、県内企業へのインターンシップの実施を通じて、学生が県内企業を

理解する機会を創出し、結果として内定獲得につながった事例も確認されている。KPIについては、目標値には届かなかった

が、6年度まで低下傾向であった県内就職率が、７年度はやや回復した。
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当初
事　項 私立専門学校県内就職支援事業費 予算主管課 私学文書課

事　業

概　要

人口減少による労働力人口の減少を防ぎ、若者の県内定着を図るため、私立専門学校に

よる県内企業等と連携した県内就職率の向上に資する取組みや、育成したデジタル人材

の県外流出防止に向けた体制づくりを支援する。
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職業実践専門課程卒業生の県内就職率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度


